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1．案件名

ガーナ国 コメ総合生産・販売計画調査

（The Study for the Promotion of Domestic Rice in the Republic of Ghana）

2．協力概要

（1）事業の目的

ガーナ国政府が、米の生産から消費までに係る問題点を把握し、小規模農民の所得の向上と国産米の
生産・消費拡大のための具体的な方策を持つ。

（2）調査期間

2006年4月～2008年3月（24ヶ月）

（3）総調査費用

約1.7億円

（4）協力相手先機関

（a）協力相手国実施機関名：食糧農業省 作物サービス局（Crop Service Department, Ministry of
Food and Agriculture）

（b）協力相手国実施機関の責任者の役職名：食糧農業省 次官（Chief Director of Ministry of Food &
Agriculture）

（5）計画の対象（対象分野、対象規模等）

（a）調査対象：ガーナ国全土の米生産農家、食糧農業省および国家コメ振興委員会（GRIB）などの
関係機関、他ドナー

（b）対象分野：国産米の生産・収穫後処理・流通

3．協力の必要性・位置付け

（1）現状及び問題点

（a）ガーナ共和国における農業

ガーナにおいて、農林水産業はGDPの35％（うち、カカオ以外の作物（21％）、カカオ（5％）、畜
産（3％）、水産業（2％）、林業（4％））、輸出の60％、就業人口の60％を占める主幹産業であ
る。全農業生産物の80％は家族経営にて小規模農民により生産されており、主要作物は、南部におい
てキャッサバやヤムイモ、プランティーン等、北部ではコメ、ミレット、ソルガム、ヤムイモ等、地
域により多様な農業が営まれている。大部分が天水依存による生産に依拠しているため生産性は低
く、天候不順、輸入作物との競合、構造調整下での農業支援サービスの縮小等により農業部門の成長
率は停滞している。

（b）米・稲作の重要性

ガーナにおけるコメの需要は、都市部を中心とした社会構造の変化（給与所得者層の増加、食生活の
変化など）により、2004年の年間消費量は約57万t（国民一人当たり約28.5kg）に達するほど、近



年は増加傾向にある。しかしながら問題は、国内米の生産がその消費量の増加に応えることができ
ず、現状においては消費量の大半をアメリカやアジアからの輸入米に依存していることであ
る。1997年から2002年にかけて、コメの輸入量は、7.5万tから30万tに増加しているのに対し、同
期間のコメの国内生産量は、20万tから28万tとわずかな伸び率にとどまっている（どれも籾ベー
ス）。同国では、コメの輸入に少なくとも年間1.2億ドルの外貨が支出されていることから、現政権
は、稲作の振興による小規模農家の所得向上とコメの輸入に使用している外貨流出を抑制するための
方策として、国産米の増産と消費促進を緊急課題としている。

（c）米生産・販売をめぐる問題点

1）栽培、営農に係る問題点

稲作の全耕地面積に対する灌漑面積の割合は3％と低く、大部分の小規模農民は粗放的な水稲作や焼
畑移動耕作といった伝統的な農法による栽培を行っている。種子は、自家採種が主で成長にばらつき
があり、肥料投入がごく僅かであるため、結果として単位収量が低く、生産量も不安定である。

2）農村金融の問題点

政府の農業開発銀行やNGOが実施する短期融資（9-12ヶ月）の利率は、25％～30％と高利である
上、高額の担保設定も課せられていることから、不作や販売価格の下落による返済の不履行が生じ、
資金が回転せず、結果として農民がこれら農村金融に有効的なアクセスをすることを拒む結果となっ
ている。

3）加工及び流通の問題点

収穫後の搬送・乾燥・調製・加工・貯蔵・輸送の一連の作業に関する技術が適切ではないため、収量
のロスが20～30％にのぼる。また流通については、インフラ整備や生産者の組織化が進んでいない
ため流通コストが高く、流通量も限られているので生産量の増加による価格の下落が予想される。

4）農民組織の問題点

かつての政府主導の組合制度導入の失敗が影響し、現在も農民組織が十分に機能していない地域が多
く、農業普及サービスによる改良技術の導入、農産物の販売や金融の活用などが困難な状況にある。

以上の問題に対しては、適正品種の選定、栽培技術、農民の組織化、金融制度、販売促進戦略など生
産から消費まで広範にまたがる、より効率的・効果的な政府戦略による農家の所得向上、国産米消費
促進による外貨の流出抑制に向けて、どのような課題・対応策があるのかを検討する必要がある。

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ

貧困削減戦略ペーパー（GPRS）実現に向けて食糧農業省は、食糧農業セクター開発政策（Food and
Agriculture Sector Development Policy：FASDEP）を発表し（2001.11）、1）改善された市場へ
のアクセス条件の下での特定農産物の生産・流通・販売の促進、2）持続的な資源管理に関する技術
の開発および技術へのアクセスの改善、3）農業金融サービスへのアクセスの改善、4）農村インフラ
の改善、5）人的資源および組織の能力強化の5つの目標を掲げている。なお、ガーナ一人当たり国民
総収入（GNI）は320米ドル（2003年）で、貧困ライン以下の世帯割合は44.8％（2001年）と高
く、後発開発途上国（LDC）に分類されている。重債務貧困国（HIPCs）イニシアティブに基づく債務
救済措置の適用を受け、2002年に貧困削減戦略ペーパー（GPRS）が策定された。

（3）他国機関の関連事業との整合性

フランス政府はFood Security and Rice Producers Organization Projectを通し、国家コメ振興委員
会（Ghana Rice Inter-professional Body：GRIB）や農民組織強化を支援している。GRIBはコメ生産
者、精米業者、仲買人などの約30の関係組織（約10,000人）をメンバーとし、調査実施、各種情報
の共有化などにより、国産米振興を図る組織である。その他、アフリカ開発銀行によるInland Valley
開発やFAOによるネリカ米振興支援が行われている。



（4）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ

農民参加型灌漑管理体制整備計画（技術協力プロジェクト：2004年10月～2006年9月）：ガーナ灌
漑開発公社（GIDA）と灌漑地区農民間の灌漑施設管理に関する役割分担の明確化及び、灌漑小規模農
業振興計画（技術協力プロジェクト：1997年8月～2004年7月（FU含む））にて確立された灌漑開
発公社の営農技術指導体制の強化を目的として実施している。対象灌漑地区では米は重要な作物の一
つであり、2灌漑地区にてパイロット的に行われた同プロジェクトの成果が全国に波及しつつある現
状において、本案件によって国産米の流通・販売環境の整備が促されることにより、灌漑地区農民の
所得増加と国産米の安定供給が見込める等、両案件による相乗効果が期待できるため、これまでの灌
漑分野への一連の支援を踏まえた今後の方向性について、協力プログラムの中で整理していく。

4．協力の枠組み

（1）調査項目

本調査では、マスタープラン策定を中心としたフェーズ1（10ヶ月）と、優先順位が高い対応策に対
するアクションプラン策定を中心としたフェーズ2（14ヶ月）により構成される。全工程を通
し、OJTによるC/Pへの計画策定に係る技術移転を行う。

・フェーズ1（2006.4～2007.1）

（a）既存資料・情報の収集・分析

食糧農業省など関連機関の支援体制に関する調査
国家米振興委員会（GRIB）の方針及び事業内容に関する調査
関連機関の連携の促進・強化に係わるワークショップの実施

（b）現地踏査に基づく稲作の現況調査・農村社会経済調査

全国を対象とした国産米の生産から収穫後処理、流通、販売、消費に係る各段階の調査及び問題点の
抽出。主な調査項目は以下の通り。

生産
種子選定・増産・普及、ネリカの動向、稲栽培技術、農業機械、営農収支
（資機材の価格動向含む）、地域別の生産ポテンシャル、灌漑施設（インフ
ラ）・水管理、農民組織、金融制度、既存の政策

収穫後処理
加工方法（品質基準・等級）、貯蔵と出荷時期、インフラの整備度合い、輸
入米との比較、農民組織、金融制度既存の政策

流通
仲買業者、品質基準・等級、販売状況、市場の消費動向・輸入米との比較、
コメの国際市場動向と関税措置（政策）、農民組織

（c）国内米生産及び消費拡大のための開発ポテンシャル及び阻害要因の分析

（d）生産技術改善、農民組織化、行政サービス改善、関税措置方針に係る課題・解決策の検討

（e）コメの生産・加工・流通改善計画（M/P）案の策定

（f）具体的施策実施にかかる投入や効果の大きさ、発現までの時間等を加味した上の優先順位付け

・フェーズ2（2007.2～2008.3）

（a）優先順位が高い対応策に対する詳細な調査・検討

（b）短期的、具体的対応策を示したA/P案の作成

（2）アウトプット（成果）

（a）国産米の生産、収穫後処理、流通の各段階における問題点が明らかになる。

（b）（a）で明らかになった国産米の各問題点に対する政策提言を集約したマスタープランが作成さ
れる。



（c）マスタープランのうち、優先的順位が高い具体的な対応策（アクションプラン）が策定される。

（d）食糧農業省（C/P）が調査団との活動を通じて、問題点の抽出及び対応策の策定プロセスを理解
する。

（3）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施

（a）コンサルタント（分野／人数：合計37.70MM）

総括／農業政策 1
副総括／流通システム 1
稲栽培／営農 1
収穫後処理技術 1
農村社会／農民組織 1

（b）その他 研修員受入れ

5．協力終了後に達成が期待される目標

（1）提案計画の活用目標

食糧農業省が生産から流通まで含めた稲作振興を全国展開させていく際に活用する。

（2）活用による達成目標

生産・収穫後処理技術、流通システムの改善等を通じ、小規模農民の所得が向上する。
国産米の競争力が強化されることにより、コメ輸入による外貨流出が抑制される。

6．外部要因

（1）協力相手国内の事情

1）政策的要因：

政策（稲作振興によりコメの輸入に使用している外貨流出を抑制すること）が変更になり、国産米増
産と消費促進事業の優先度が低下すること。

2）社会的要因：

治安が急激に悪化すること。

（2）関連プロジェクトの遅れ

特になし

7．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）

貧困：ガーナにおいて貧困が集中する北部三州は、稲作の中心地であり生産量の約6割を占めて
いることから、本調査で提唱予定の国産米増産政策が住民生活へ及ぼすインパクトは大きい。
従って、調査の初期段階から、政府関係者だけでなく、地元の農民を始め、仲買人や精米業者な
どが抱える問題、ニーズや意向を十分に把握することが必要不可欠である。
ジェンダー：北部農家においては女性が農業の担い手であるため、本調査の際には、男性を想定
したデータ抽出とならないよう、男女別のデータ収集など工夫が必要。また、貧困地区では家事
や育児など女性の負担が大きく、非識字率も高いことから、本調査で提唱予定の計画内容は、技
術普及において女性農民が関心を示し、彼女等に低負担でありかつ受け入れ可能な適正技術の開
発を心がける。
環境：本件で策定された計画の実施にあたり、灌漑設備や流通基盤整備等、環境に負荷を与えう
るものも想定されることから、計画策定に当たっては、計画実施段階における環境に対する影響
を考慮することとする。



8．過去の類似案件からの教訓の活用（注）

「セネガル稲作再編計画調査」では、即効性や自立発展性を鑑み、最終的なアクションプラン策
定を待つことなく、実施可能な技術については調査過程から、相手国の国家および地域開発計画
等への反映、政策決定基礎資料としての活用を促している
灌漑設備や流通基盤整備など早期事業化見込みがある対応策については、草の根無償資金協力等
幅広いスキームで即応できるよう関係者間で合意形成をしていく。

9．今後の評価計画

（1）事後評価に用いる指標

（a）活用の進捗度

ガーナ国による国産米増産計画、地域開発計画等への反映状況
食糧農業省の政策決定基礎資料としての採用状況
上記国家政策・施策のための予算・人員の確保等、実施体制の整備状況

（b）活用による達成目標の指標
（具体的指標は本格調査開始直後のベースライン・サーベイにおいて決定）

米の収量
稲作農家の所得
国内消費に占める国内産米のシェア

（2）上記（a）および（b）を評価する方法および時期

フォローアップ調査（2009年1月頃）
（注）調査にあたっての配慮事項


